覚　書
　公益財団法人　健康・体力づくり事業財団　理事長　下光輝一（以下「甲」という。）と　　　　　　（以下「乙」という。）とは、令和９年度健康運動指導研究助成（以下「研究」という。）について、次の条項により覚書を交わす。

（目的）

第１条　甲及び乙は、研究を適切かつ円滑に実施するため、本覚書を交わすものとする。
（役割）

第２条　乙は、申請した実施計画及び経費内訳に基づき誠実に研究を行うものとし、甲は、乙に次条の助成金を支払うものとする。

（助成金額）

第３条　研究助成金額は、　　　　　円とする。

（研究期間）

第４条　研究期間は、令和９年５月１日から令和１０年３月３１日までとする。
（研究報告）

第５条　乙は、研究助成完了報告書（成果報告・実績報告・支出済内訳）を、
令和１０年３月３１日までに甲に提出するものとする。また、乙は、支出内容を証する証拠書類を、本研究終了後５年間保管しなければならない。
（助成金の確定）

第６条　甲は、乙の研究助成完了報告書に基づき助成金の額を確定し、支出額が助成金額より下回った場合、乙はその差額を返納しなければならない。なお、支出内訳に基づかない支出及び甲の承認を得ないで変更した経費は、助成の対象としない。

（権利義務の譲渡等）

第７条　乙は、研究によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し、または継承させてはならない。

（研究の中止）

第８条　乙は、研究を中止しなければならなくなったときには、速やかに甲に報告し、第２条の助成金の取扱いも含め、甲の指示に従わなければならない。

（研究の中止命令）

第９条　甲は、次の各号の一に該当するときは、この研究を中止させ、第２条の助成金を返金させることができるものとする。
(1)　乙の責めに帰すべき事由により、期限内に研究が完了する見込みがないと甲が認めたとき。

(2)　乙が正当な理由なく研究を行わない、若しくは実施計画に基づかない研究であるとき。
(3)　乙の研究が、反社会的もしくは倫理的に問題があると甲が認めたとき。
（研究における損害に対する責任）

第１０条　乙が行う研究において、事故その他損害が生じた場合の責任は、乙が負うものとする。

（著作権）

第１１条　乙が研究によって得た知見の著作権は、乙にあるものとする。
２　乙が研究によって得た知見を学術学会で発表したり、ジャーナルに投稿したりする際は、本助成による研究であることを明らかにしなければならない。
３　甲による、乙が得た知見の二次的使用については、甲が乙の研究であることを明らかにすることで、乙はこれを認めるものとする。
（信義誠実の義務）

第１２条　甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの覚書を履行しなければならない。
　２　この覚書の各条項に定めのない事項及び条項の解釈に疑義があるときは、甲乙協議のうえ誠実かつ円満に解決するものとする。

　この覚書は２通作成し、甲乙記名捺印のうえ、各自１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

（甲）    東京都港区東新橋２丁目６番１０号　

大東京ビル７階
公益財団法人　健康・体力づくり事業財団
理　事　長　　下　光　輝　一　　印
（乙）　研究代表者自宅住所
　　　　〒
　　　　　
　　　　　
研究代表者氏名　

　印
